
令和２年度第１回マッチング　〔i-construction〕現場ニーズの概要表

番号 資料No 事務所名 現場ニーズの名称 現場ニーズの概要

１－１ 下館河川
大規模地震時に、地中部に埋設してある河川構造物の被災状況が開削
しなくても確認出来るようにしたい

　大規模地震時に、地中に埋設してあるコンクリート構造物、基礎の被災状況がセンサーや高性能なカメラ等で早期に確認できるような技術を希望します。

１－２ 大宮国道 掘削せずに埋設物の正確な位置が把握したい
　現在でも「電磁波探査」「電磁誘導法探査」などあるが、浅層でも１０ｃｍ程度の誤差、下水等大深度箇所では更なる誤差があり歩道幅員が狭い箇所では数ｃｍでの正確な位置を把握
したい。試掘せずにより正確に安価で簡易に把握出来る技術を希望。

１－３ 常陸海浜公園
既存の敷設状況を正確に把握するシステム
（電気、上下水道、雨水排水管等）

　国営常陸海浜公園事務所では、電気、通信、上下水道、雨水排水管等の地下埋設物の敷設状況を事務所発注工事の完成図により作成した管理図面で把握しているが、度重なる整
備、修繕等により位置等が不明確な場所　があり、設計時や工事で試掘を行うと管理図面と異なるケースがある。
　維持管理、工事事故等の防止のためにも、過去に設置した埋設管（特に塩化ビニル管）の位置等を安価におおよそ把握できる、新たな技術開発を希望する。

１－４ 昭和記念公園
掘削しないでも地下の根張りの様子が分かるセンサーや画像解析シス
テム

　公園内において、根張りが不十分で台風等で倒木する樹木がある事から、日頃の樹木管理として、地表から根張りの状況が解るようなセンサーや画像解析システムを希望します。

１－５ 横浜営繕
地中障害物の詳細な位置・種類・規模を地上から確認でき、三次元化等
ができる技術

　建築物の新築工事において、杭や地下躯体等の施工を行う際に、地中障害物が発見される事例が多く、それらの詳細調査に時間を要し、工期遅延の原因となっている。
　また、工事敷地内の埋設物について、特に建築工事の場合、過去にあった建築物の杭や基礎、埋め立て時の混入物（コンクリートガラ、木材、レンガなど）など種類や規模も様々であ
る。
　しかし、土地履歴や既存図面等から調査できる範囲は限られており、事前に障害物を確認するためには、実際に試掘を行うしかなく、調査に時間やコストがかかってしまう。
　以上のことから地中障害物の詳細な位置を地上から確認できる技術、地中障害物の種類（施工上障害となるような物体かどうか）を判別できる技術、把握した地中障害物の種類や
位置を三次元で表現し、図面等にデータ化する技術を希望します。

2 調査・測量 地下埋設物及び地質の非破壊検査 ２－１ 相武国道 舗装下の深い位置の空洞探査
　道路の舗装下で空洞が生じた場合、陥没事故が懸念されるため、事前に路面から非破壊で空洞の有無、範囲、深さを把握することが望まれる。現在の技術では車載式やハンディタイ
プの電磁波レーダーによる空洞探査機器があるが、深さ3m程度が測定限界である。他にも表面波探査技術があるが精度が落ちる。舗装下の深い位置で精度よく空洞を検知できる
技術開発が望まれる。

3 調査・測量 地下埋設物及び地質の非破壊検査 ３－１ 大宮国道 工事中（掘削中）でも使用可能な小型（ハンディ等）の埋設物調査技術

　埋設物は既存資料や部分的には地中探査等で確認はしているところであるが、想定外の位置に存在することも有り、埋設管等を損傷してしまうことがある。地中探査機は平坦制が
必要で有り掘削中では活用が難しいところ。掘削中でも地山に都度機械をあて、埋設物の位置を把握出来れば埋設管への損傷のリスクを減らすことができるため、小型の埋設物調査
が出来る技術を希望。
　また、路面下空洞調査にも応用出来るとなお良い。
※埋設物が近づいたらアラームが鳴るようなシステムを装備してほしい。
※専門知識を必要としない、計測・読み取りできる方法が望ましい。

４－１ 北首都国道 軟弱地盤における盛土構造部の沈下計測技術

　軟弱地盤対策における盛土構造部においては、路体・路床の施工時に沈下観測用の沈下板や変位計測杭を設置し、日々の沈下量を計測して設計時に想定した沈下量との差異を確
認しているが、計測箇所数及び計測頻度によっては、確認作業に時間や労力を要すことから、センサー等により自動計測できるシステム構築を希望します。
（舗装完了後も引き続きある程度の期間において、計測を継続することができるようにすれば、供用後の残留沈下についても、交通規制による作業を伴わず確認することができ、沈
下収束を確認することが出来ると考えます。）

４－２ 高崎河川国道 法面や構造物変状の遠隔把握技術

　現在、防災点検では法面や構造物点検の業務発注を行い、カルテ対応として経年変化を1～数年おきに直接目視点検で実施しているが、比較は前回点検の計測データや写真と比べ
技術者が判断しているところ。
このため、変状の定量的な把握は部分的であったり、点検間隔が年単位となるため、評価や判断は定性的となったり技術者の技量や経験に依存するところが大きくなりがちである。
　そこで、現地状況に合わせたセンサーや計測機器、通信技術を使い「リアルタイムで自動計測し計測したデータを遠隔で確認・比較」「設定した管理値等で点検の優先度や頻度等の管
理手法提案」「今後の変状傾向の予測」などができるようなシステムとすることでこれまでより詳細な危険度や安定度の把握が出来る技術を希望します。

5 調査・測量 魚類の遡上・降下数の観測 ５－１ 霞ヶ浦導水 魚類を直接採捕することなく、遡上・降下数を間接的に観測する技術
　管理河川において実施している魚類の遡上・降下数の調査については、漁船等を活用し、採取器具（網等）により、直接採捕を実施している。調査作業においては、調査測線に応じた
人工が必要であり人件費がかかる。また、漁船等の借用には、漁協との調整に時間と労力がかかってしまう。さらに直接採捕する場合、特別採捕許可申請の作業も発生する。
　以上のことから、調査作業のコスト縮減や安全性の確保、直接採捕しなくても間接的に観測する技術を希望します。
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調査・測量 地下埋設物及び地質の非破壊検査1

土や法面の状態の変状計測調査・測量
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